
別添様式
総括表（その１）

府　省　名 文部科学省

廃止 民営化
官民競争入札等
の適用

他法人等への
移管・一体的実施

その他
事務・事業名法人名

組織の見直しに係る具体的措置

国立高等専門学校機構

類型名（区分）

特定事業執行型（試験・
教育・研修・指導型）

－ －

事務・事業の見直しに係る具体的措置

独  立  行  政  法  人  の  整  理  合  理  化  案

国立高等専門学校の設
置・運営

・中央教育審議会の議論を踏
まえ、国立高等専門学校の再
編・整備の検討に着手。このう
ち専攻科の設置は、各地域の
人材養成ニーズも十分に踏ま
えて対応。
・平成19年度から、資金管理
（支払業務）、共済業務及び人
事給与業務、学納金収納業
務、旅費業務の業務の一元化
を開始。
・積極的な外部資金の獲得を
引き続き実施。
・地域連携や国際交流を積極
的に推進。

－ －

・随意契約の上限額の見直しを実
施。
・平成18年度、19年度に引き続き
実施する、各高専事務部の2課体
制移行並びに、資金管理等業務
の一元化による事務職員の削減
など、事務事業、組織の見直しを
通じて、総人件費改革及び一般
管理費削減に取り組む。



　 法人名 府省名

沿革

　

法定数 非常勤（実員）

7人 1人 6,689人

　 平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

70,250 70,687 76,578

－ － －

70,250 70,687 76,578

69,949 69,030 72,476

301 1,657 4,102

0 0 0

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 90,212 86,250 91,385

　

平成17年度 平成19年度（見込み） 平成20年度（見込み）

　 87,599 86,327 89,985

　

　

運営費交付金債務残高(17･18年度）
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

1,335 1,987

独立行政法人の整理合理化案様式

【業務運営の効率化に関する事項】
○ 運営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の期間中、毎事業年度につき1％の業務の効率化を図る。
　　　→　平成16年度　1.4％削減　　平成17年度　1.1％削減　　平成18年度　1.1％削減

支出予算額の推移（17～20年度）
（単位：百万円）

利益剰余金（又は繰越欠損金の推移）
(17･18年度）

平成17年度 平成18年度

見直しに伴う行政サービス実施コストの改善
内容及び見込額（単位：百万円）

中期目標の達成状況（業務運営の効率化に関
する事項等）（平成18年度実績）

563 283

計

国からの財政
支出額の推移
（17～20年
度）
（単位：百万円）

行政サービス実施コストの推移（17～20年
度）　　　　　　　　　　　　　　　　（単
位：百万円）

現時点で試算はできないが、見直し全体を通じて削減に取り組んでいく。

　うち運営費交付金

　うち施設整備費等補助金

　うちその他の補助金等

総括表（その２-

年度

一般会計

特別会計

国立高等専門学校機構

昭和36年　学校教育法改正により工業に関する高等専門学校制度化　→　昭和37年～平成14年までに国立高専55校設置　→　平成16年独立行政法人国立高等専門学校機構

役員数

役職員数（監事を除く。）及び職員数
（平成19年1月1日現在）

文部科学省

常勤（実員）

86,056

平成18年度

86,965

平成18年度

職員数（実員）

70,065

626

0

70,691

5人

平成18年度

70,691

－

発生要因 人件費の節減、一般管理費の節減による費用の減により発生したもの。

見直し案 会計処理により発生したものを除き、予算の効率的な執行に努める。



該当なし

所在地

職員数

支部・事業所
等

支部・事業所等で行う事務・事
業名

支部・事業所等の名称

20年度
予算要
求額
（百万
円）

総括表（その２-２）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算
増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算
増減額）



Ⅰ．横断的視点
１．事務・事業及び組織の見直し
＜事務・事業関係＞

②

④

①

　 ②

③

④

・我が国の目指す科学技術創造立国に必要な実践的創造的技術者の育成に応えられなくなる。
・我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展が達成できなくなる。
・地域産業界や地方自治体との共同研究・受託研究も行えなくなるため、地域産業の振興及び市民生活に多大な影響を及ぼす。

これまでの指摘に対応する措置

諸外国における公的主体による実施
状況

国の重点施策との整合性

受益と負担との関係
　（受益者・負担者の関係、両者の関係）

事務・事業の位置づけ
（主要な事務・事業との関連）

事務・事業の概要

該当類型

事務・事業名

事務・事業に係る定員（19年度）

国からの財政支出
（対19年度当初予算増減額）事務・事業に係

る20年度予算要
求額 支出予算額

（対19年度当初予算増減額）

事業開始からの継続年数

①
廃止すると生じる問題の内容、
程度、国民生活への影響

民間主体による実施状況
（同種の事業を行う民間主体のｺｽﾄ、人員等）

事務・事業が真に不可欠かどうかの評価

これまでの見直し内容

③

財政支出に見合う効果
（効果が得られているか、その根拠）

財政支出への依存度
（国費／事業費）

（１）
事務・事業
のゼロベースで
の見直し

特定事業執行型（試験・教育・研修・指導型）

国立高等専門学校の設置・運営

・職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とし、国立高等専門学校を設
置・運営し、学生に対する修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談、寄宿舎における生活指導その他援助を実施。
・高等教育機関として、競争的資金の獲得や共同研究・受託研究、奨学寄附金等、外部資金の受入れを推進。

76,578百万円
（対19年度　5,891百万円増）

91,385百万円
（対19年度　5,135百万円）

6,582人(19.5.1現在員）

私立高専は3校あるが、財務情報等に関しては法人単位での公開のため詳細は不明。

高専教育における受益者とは、学生のみならず、実践的・創造的技術者として養成された人材を輩出しているところから、産業界、地域社会ひいては我が国全体も受益の対象となるため、その
範囲は明確ではないので、特定が困難である。

82.0%

別紙１に記載

シンガポールにおいては、学位レベルの実践型教育を行う技術訓練所として「ポリテクニック」が国立として5校設立されており、主に工学面に関して実践的な教育研究を行っている。

主要業務

45年

・全国55校の高等専門学校ごとの活動実績、財務状況等について分析を行った。
・事業年度ごとの経年変化を比較することにより、中期計画の達成状況を判断することができるよう、適切に評価項目を設定した。
・少子化による中学卒業者数の減少を踏まえ、各校の志願状況、進路状況等の分析を行った。
・共済事務、資金管理（支払業務）などの一元化を実施し、業務の効率化を図っている。
・教員の資質向上を目的として「在外研究員制度」や「高専間教員交流制度」を実施し、また学生の学力を把握するための統一的な取組として「学習到達度試験」を実施するなど、法人全体とし
ての取組を促進した。
・「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）への対応として、新たな教職員の削減計画、再雇用制度による給与総額の抑制、業務一元化等による業務の効率化等による総人件
費削減計画策定し、現在実施している。
・機構全体の経営に資するため予算の効率的な執行を目指し、各学校への予算配分と実績を比較分析し、学校規模等に応じた予算配分への見直しや財務諸表の分析、各学校の財務内容の
分析を実施するために、各指標の学校別精査などの検討を進めている。

科学技術基本法に基づく第3期科学技術基本計画において技術者養成が掲げられており、高等専門学校においても将来のものづくり人材を含めた技術者養成のための実践的教育を進めるこ
ととされている。このほか、経済財政改革の基本方針2007や教育再生会議第二次報告において、高等専門学校が地域と連携して行う実践的な専門教育の取組を積極的に支援するための措
置を講じるとされている。

・毎年約9,000人の卒業生を送り出し、産業振興に寄与しており、求人倍率も本科生卒業生で約21倍、専攻科修了生で約33倍と、産業界からも高い評価を得ている。（卒業生の約4割は、更なる
知識・技術の習得を目指し、高専専攻科や大学へ進学している。）
・研究の成果については、約53,000人の高専学生の教育に反映するほか、論文発表（2005年2,827件）、発明届（平成18年度125件、特許出願106件）等により科学技術の発展に寄与している。
・地域連携では地域企業からの技術相談や約1,600件の受託試験を実施し地域貢献を推進するとともに、海外の大学等との103件の国際協定を締結し高専教育の国際化を推進している。

本事業は、全国55校の国立高専で実施しており、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展及び科学技術創造立国に必要な技術者養成の使命から、必要不可欠である。



資金管理（支払い業務）、共済業務及び人事給
与業務、学納金収納業務、旅費業務の一元化
を実施

積極的な外部資金の獲得を引き続き実施 地域連携や国際交流を積極的に推進

中央教育審議会の議論を踏まえ、国立高等専
門学校の再編整備検討に着手。このうち、専攻
科の設置は、各地域の人材養成ニーズも十分
に踏まえて対応。

55の国立高等専門学校が一つの法人にまとめ
られたメリットを生かした事務の簡素化・効率化
を行うため、平成19年度から実施している資金
管理（支払業務）、共済業務、人事・給与業務、
学納金収納業務、旅費業務の一元化により、
事務職員の削減を進める。

高等教育機関として、教育内容を科学技術の
進歩に対応させると共に創造性教育を行う高
等専門学校として、地域企業等との共同研究・
受託試験受入など、極的な外部資金の獲得に
取り組む。

地域社会との連携は高専に求められる社会的
使命であり、また国際交流等に関する業務に
ついては、今後の高専教育の国際化を図る観
点から非常に重要であるため、継続して積極的
に取り組む必要がある。

中教育審議会の議論を踏まえた国立高等専門
学校の再編整備等の検討を行うことにより、教
育研究の質の向上、産業界との連携強化な
ど、高等専門学校教育の充実を行う。

55の国立高等専門学校が一つの法人にまとめ
られたスケールメリットを生かした事務の簡素
化、効率化を行う必要がある。

高等専門学校の資産を活用し、地域のニーズ
に応えて共同研究・受託試験を実施すること
は、地域貢献するためにも重要であり、外部資
金を積極的に獲得する必要がある。

改正学校教育法第115条第２項おいて「高等専
門学校は、その目的を実現するための教育を
行い、その成果を広く社会に提供することによ
り、社会の発展に寄与するものとする。」と新た
に規定されており、社会貢献が高専に求められ
る社会的使命とされている。

　中央教育審議会において国公私を通じた高
等専門学校の振興方策について議論いただい
ており、これらの議論を踏まえながら、各校の
再編整備等について検討を行う必要がある。

否 否 否 否

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

否

a施設の管理・運営

　 　

否 否 否 否

入札種別（官民競争／民間競
争）

－ － － －

入札実施予定時期 － － － －

事業開始予定時期 － － － －

契約期間 － － － －

否 導入しない理由
外部委託できる事務については既に一般競争
入札並びに企画競争（プロポーザル）による外
部委託を進めているため。

高等専門学校が日常的に行う教育研究活動を
基盤とする取組であり、官民競争入札等にはな
じまない。

高等専門学校が日常的に行う教育研究活動を
基盤とする取組であり、官民競争入札等にはな
じまない。

高等専門学校の根幹である教育研究の在り方
に係る事柄であり、官民競争入札にはなじまな
い。

理由

（３）
官民競争入札等
の積極的な適用

事務・事業の見直し案（具体的措置）

民営化の可否

（２）
事務・事業の民
営化の検討

行政サービス実施コストに与える影響
（改善に資する事項）

民営化しない理由

可

今
後
の
対
応

官民競争入札等の実施の可否

可

事業性の有無とその理由

民営化を前提とした規制の可能性・
内容

民営化に向けた措置

民営化の時期

該当する対象事業

高等専門学校は工業系学科を中心とする高等教育機関であるため、実験・実習費や研究費にコストがかかる一方、高等学校段階の年齢を含む5年一貫教育のため、授業料の設定は高額なも
のとはできず、授業料に比して、かかるコストが大きく経営的に厳しい状況であり、民営化した場合には高等専門学校のみでの単独経営はきわめて困難であるため。（現在の私立3校について
も、高等専門学校を単独で運営しているところはない。）

a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及啓発

a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及啓発

f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他



移管先 － － － －

内容 － － － －

理由 － － － －

　 否 移管しない理由

一体的に実施する法人等 － － － －

内容 － － － －

理由 － － － －

　 否 一体的実施を行わない理由

　
＜組織関係＞ 　 　

見直し案
（廃止、民営化、体制の再編・整備等）

可

（５）
特定独立
行政法人関係

（６）
組織面の見直し

移
管

移管の可否

非公務員化の可否

理由

一体的実施の可否

一
体
的
実
施

可

理由

（４）
他の法人への
移管・一体的
実施

対象となる事務・事業の内容 国立高等専門学校の設置・運営

否

・55校の国立高等専門学校の設置・運営という、学校教育法に定める学校の教育研究に直接関わる事務・事業を実施する独立行政法人は他に存在しない。
・各高等専門学校単位で切り離した場合、55校同一法人としたスケールメリットがなくなり、これまで一元化した管理部門の業務も個別に発生することになる。

否

国立高等専門学校の設置・運営に類似した事務・事業を実施する独立行政法人は他に存在しない。

・随意契約の上限額の見直しを実施。
・平成18年度、19年度に引き続き実施する、各高専事務部の2課体制移行並びに、資金管理等業務の一元化による事務職員の削減など、事務事業、組織の見直しを通じて、総人件費改革及
び一般管理費削減に取り組む。

－

－

・運営組織の効率化を図るため。
・行政改革の重要方針に基づき、合理的かつ計画的な人件費等の削減に取り組むため。



２．運営の徹底した効率化

役職員の給与等の対国家公務員指数（在
職地域、学歴構成、在職地域・学歴構成
によるラスパイレス指数）

人件費総額の削減状況

現状（平成19年４月１日現在）

効率化目標の設定の
内容・設定時期

情報公開の現状

見直しの方向

該当なし 合計

－

－

－

別添２に記載 合計

－

－

－

（３）
随意契約
の見直し
（４）
保有資産
の見直し

名称

別紙３に記載

（２）独立行政
法人の資金の流
れ等に関する情
報公開

（１）
可能な限りの
効率化の徹底

契約額

名称

独立行政法人の役員の報酬及び職員の給与の水準の公表方法について（ガイドライン）に基づき、主務官庁及び当機構ホームページにて公開

事務・技術職員：83.2（地域別：88.1、学歴別：83.6、地域・学歴別：88.1）

①給与水準、人件費の情報公開の状況

契約額

うち随意契約額（％）

②一般管
理費、業
務費等

③民間委託による経費節減の取組内容

人件費総額推移：16年度　48,938,547千円、17年度　48,837,144千円、18年度　48,019,525千円

・55の国立高等専門学校が一つの法人にまとめられたメリットを生かした事務の簡素化・効率化を行うため、資金管理（支払業務）、共済業務について、平成19年度から一元化を開始するととも
に、光熱水費の節減、刊行物等の見直しを行っている。
・人事・給与業務の一元化、学納金収納業務の一元化、旅費業務の一元化に向けた具体的な改善策の検討を進めている。

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相当額及び各年度特別に措置しなければならない経費を除き、運営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の
期間中、毎事業年度につき1％の業務の効率化を図る。（平成16年4月）

①全国立高専教職員の給与支給業務を機構本部で一括処理すると同時に、給与支給明細書の作成・発送、年末調整業務、住民税業務及び通勤手当・赴任手当・広域異動手当の算出業務を
民間委託し、業務の効率化と経費の節減を図ることとした。（19年10月から）
②全国立高専の学納金収納業務を機構本部で一括処理すると同時に、収納業務を民間委託し、業務の効率化と経費の節減を図ることとしている。（20年4月から）

①財務会計システムを導入し、全国立高専の財務処理と決算処理を行っている。（平成16年4月から）
②人事給与統合システムを導入し、全国立高専教職員の人事情報の集中管理及び給与計算を集中処理することとした（平成19年10月から）
③財務会計システムで財務処理された全国立高専の支払データを、機構本部に集中し、一括して支払を行うこととした。（運営費交付金の物件費については平成19年4月から、人件費について
は平成19年10月から）
④学納金収納業務は、全国立高専の学納金データを機構本部に集中し、一括して収納することとしている。（平成20年4月から）
⑤旅費業務は、全国立高専の教職員（非常勤含む）が個々にWebから旅行伺いを入力、旅行命令の電子決済、Webによる請求書の作成など情報技術を活用した業務の効率化を図ることとし
ている。（平成20年4月から）

高専機構随意契約公表基準（予定価格が工事250万円超、製造500万円超、財産買入300万円超、その他500万円超の契約）に基づき、随意契約の内容（契約締結先、契約金額、随契理由等）
を高専機構ホームページで公表している。

随意契約公表基準額の引下げなど基準の見直し（予定価格が工事・製造250万円超、財産買入160万円超、役務契約その他100万円超の契約等、国の少額随契限度額と同額とする）を図り、
透明性の確保に努める。

別紙２「独立行政法人における随意契約の見直しについて（依頼）」（平成19年８月10日付け行政改革推進本部事務局・総務省行政管理局事務連絡）に記載

④情報通信技術による業務運営の効率化
の状況

関
連
法
人

関
連
法
人
以
外
の
契
約
締
結
先

当該法人への再就職者（随契の相手
方で同一所管に属する公益法人に在
職している役員の人数）

当該法人への再就職者（役員の氏名
及び当該役員の独立行政法人におけ
る最終職名）

うち随意契約額（％）



３．自主性・自律性確保

金額　　

345,469千円

851,067千円

759千円

538,361千円

1,735,656千円

最近改善した例

今後改善を予定している点

（４）
管理会計を活用
した運営の
自立化・効率
化・透明化

管理会計の活用状況とその効果

今後の取組方針

（５）
自己収入の
増大等による
財源措置

見直し案

知的財産権

その他

計

共同研究資金

今後の取組方針

（その他に計上）

　　　　件数　　　　493件

各高専に対する予算配分は、基盤的経費の配分とスケールメリットを生かした重点配分を行っている。各高専においては、当該配分予算の範囲内で執行するなど、予算統制に重点をおいて管
理会計を活用している。その結果、各高専では円滑な予算執行がなされている。

基礎的経費である運営費交付金対象事業費と区分して管理している共同研究、受託研究、補助金等については、財務会計システムによって、研究・事業課題毎にプロジェクトを区分して収支
管理を行っている。

今後の予算配分の見直しにあたっては、管理会計に係る財務会計情報の一層の活用を図り、教育の質の確保、各高専の特色を生かした取組みに対する支援の充実等に資するため、積算方
法等をより適切なものとする。

自己収入の内容（平成１８年度実績）

利用料

（職員宿舎貸付料収入、寄宿料収入、学校財産貸付料収入、講習料、版権等）

寄付金

（２）
国民による
意見の活用

現状

今後の取組方針

（３）
業務運営
の体制整備

現状（内部統制に係る組織の設置状況、
職員に対する研修の実施状況）

財源

プロジェクトごとの収支管理の実施状況

（１）
中期目標
の明確化

現状

今後の取組方針

その他

（６）情報公開の取組状況

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相当額及び各年度特別に措置しなければならない経費を除き、運営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の
期間中、各事業年度につき1％の業務の効率化を図ることとしている。

定量的な指標を達成できるよう、引き続き事務・事業の効率化や見直しに励むとともに、独立行政法人評価委員会等の外部からの意見を踏まえながら、中期計画や年度評価を着実に実施し
ていく。

・理事長の諮問に応じ、機構の業務の運営に関する重要事項について審議する「運営協議会」を置き、大学関係者、産業界関係者等の有識者より意見を聴取している。
・外部有識者として非常勤理事を1名配置している。

各学校の地域共同テクノセンターを活用し地域企業との連携を強化すると共に、各種競争的資金のガイダンス等を積極的に行うことにより、外部資金の積極的な獲得に努める。

法人化以前に各高専において管理していた法人文書公開システムについて、機構本部へ一元化を進めており、平成19年3月28日には高専機構ホームページに「法人文書公開システム」を掲
載した。

監事監査及び内部監査において、「保有個人情報の管理の状況」について監査を実施している。また、本年3月12日には、九州・沖縄地区の国立高専の総務事務研修に機構本部職員を派遣
し情報公開・個人情報保護の研修を実施したところである。
引き続き、これらの取組を実施するとともに、必要な改善を検討していく。

機構HPに問い合わせ窓口に関する項目を設けるなど、より広く国民から意見を聴取することが可能となるよう検討を進める。

・独立行政法人通則法及び独立行政法人国立高等専門学校機構法の定めにより、当機構の役員として、業務を監査する監事（非常勤2名）及び外部有識者の理事（非常勤1名）を置いている。
・全ての校長を構成員とする「校長会議」、全ての事務部長を構成員とする「事務部長会議」及び各校長がそれぞれ委員となって運営する「企画委員会」をはじめとした各種委員会の開催並び
に各種研修を実施しており、法令遵守等のために必要な規則の整備とともに全教職員への周知徹底をしている。（例：独立行政法人国立高等専門学校機構不正行為防止等に関する規則（平
成19年3月30日制定））
・各種研修会については、高専機構及び各国立高専が主催・共催のほか、他機関、学会及び民間等により実施されたものに教職員が参加している。（平成18年度延べ参加2,907人（学校運営・
あり方、会計業務、人事労務・セクハラ、安全衛生、施設業務、産学連携・知的財産・地域貢献、図書館業務・著作権、保険・看護・メンタルヘルス　ほか））

更に、55高専が同一法人となっているメリットを活かした研修の計画的な実施を進める。

　　　　件数　　37件　　　　　　　　　　　種類　　特許

　　　　件数　　1,103件



（別紙１）

府省名 文部科学省

内容（指摘を受けた年度） 指摘主体 番号 内容（対応年度）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
全国55校の高等専門学校ごとの活動実績、財務状況
等についても把握・分析すべきである。（平成17年度）

政策評価・独立行
政法人評価委員
会

①
各校の活動実績、財務状況について資料を作成して分析を行い、
本資料を独法評価委員会へ提出した。（平成18年度）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
事業年度ごとの経年変化を比較することにより、中期計
画の達成状況を判断することが出来るように、適切に
評価項目を設置する。（平成17年度）

政策評価・独立行
政法人評価委員
会

①
平成17事業年度評価において評価項目の見直しを図った。（平成18
年度）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
各校の志願状況、進路状況等の分析等を業務実績報
告書等で明らかにさせる。（平成18年度）

政策評価・独立行
政法人評価委員
会

①
各校の志願状況、進路状況等について資料を作成して分析を行
い、本資料を独法評価委員会へ提出した。（平成19年度）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
独立行政法人化によるスケールメリットを生かし、シス
テムの一元化などの共通的業務における効率化を一層
進める必要がある。（平成17年度）

文部科学省独立
行政法人評価委
員会

②

法人内にある55共済支部を1支部に一元化（平成18年4月準備室設
置、平成19年4月一元化）するとともに、資金管理（支払業務）の一
元化（平成19年4月）を行った。また、人事給与業務の一元化につい
ても、平成19年4月から4グループの高専において、新システムによ
る給与計算の試行を行い、平成19年10月には全高専の人事給与業
務を一元管理することとしている。（平成18年度～）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
法人化したメリットを明確にするため、各高等専門学校
の自主性を尊重しつつ、その枠を超えて、法人全体とし
ての取組を促進することが求められる。（平成17年度）

文部科学省独立
行政法人評価委
員会

①

機構独自の制度として、国立高専の教職員を海外の教育研究機関
等に派遣し、先進的な研究や優れた教育実践に参画させる「在外研
究員制度」を実施するほか、優れた教員の確保を図るため「高専間
教員交流制度」を実施した。加えて、学生の学力を把握するための
統一的な取組として「学習到達度試験」を実施するなど、法人全体と
しての取組を促進している。（平成17年度～）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定）に
基づく総人件費削減計画の達成のため、具体的な対策
の検討が必要である。（平成18年度）

文部科学省独立
行政法人評価委
員会

②

新たな教職員の削減計画を策定し、また、再雇用制度による給与総
額の抑制、業務一元化等による業務効率化等、各方策の組み合わ
せにより、的確に総人件費削減計画を実施している。（平成18年度
～）

特定事業執行型
（試験・教育・研修・
指導型）

国立高等専門学校の設
置・運営

－
機構内において、財務諸表の分析や各学校の財務内
容の検討を更に進めることにより、それらを機構全体の
経営に役立てることが必要である。(平成18年度）

文部科学省独立
行政法人評価委
員会

②

機構全体の経営に資するため予算の効率的な執行を目指し、各学
校への予算配分と実績を比較分析し、学校規模等に応じた予算配
分への見直しや財務諸表の分析、各学校の財務内容の分析を実施
するために、各指標の学校別精査などの検討を進めている。（平成
19年度～）

第１横断的視点

（１）事務・事業のゼロベースでの見直し　②これまでの指摘に対応する措置

１．事務・事業及び組織の見直し

注１．見直し実施年度には中期目標終了時の見直しを実施した年度を記載してください。

これまでの主な指摘
法人名

国立高等専門学校機構

見直し実施年度事務・事業名事業類型（区分）

　 ２．これまでの主な指摘には、行政減量・効率化有識者会議、政策評価・独立行政法人評価委員会等による指摘内容を簡潔に記載してください。
　　　なお、別紙1-2「「勧告の方向性」における指摘事項の措置状況（平成19年8月現在）」に記載の指摘事項はすべて記載してください。

措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置）





















































































































































































（単位：千円）

76,578百万円

5,891百万円増

現金及び預金（Ｂ）は、そのほとんどが年度末における未払金等であり、4月以降の支払に伴い減額するもの
である。
売掛金（未収入金）（Ｅ）は、当機構においては学生納付金等にかかる未収債権を計上しており、学生納付金
の免除申請にかかるもの及び独法化時に国より承継した債権である。
長期貸付金①（Ｉ）は、学生支援の一環として行なっている「寄附金」を財源とした奨学金貸付によるものであ
る。

資産との関連を有する事務・事業
の名称

資産の具体的内容、見直しの具体
的措置内容・理由等

資産との関連を有する事務・事業
の内容

国からの財政支出額

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額 5,135百万円増

支出予算額 91,385百万円

・職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等
教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とし、国立高等専門学校の設置・運営、学生に対する修
学、進路選択及び心身の健康等に関する相談、寄宿舎における生活指導その他援助の実施。
・高等教育機関として、競争的資金の獲得や共同研究・受託研究、奨学寄附金等、外部資金の受入れを推
進。
・地域連携を促進すると共に、海外の教育機関との国際交流を推進。

国立高等専門学校の設置・運営

独立行政法人の整理合理化案様式
3.資産債務型

法人名 国立高等専門学校機構 府省名 文部科学省



区分

1 本部棟団地 3 東京都八王子市東浅川町701番2 1 1 2,336 1,320

2 函館高専戸倉団地 3 北海道函館市戸倉町14番1号 1 1 117,415 15,663

3 函館高専湯川団地 3 北海道函館市湯川町2丁目40番 1 1 2,119 308

4 函館高専日吉北団地 3 北海道函館市日吉町4丁目14番 1 1 3,290 443

5 函館高専梁川団地 3 北海道函館市梁川町13番 1 1 913 173

6 函館高専花園団地 3 北海道函館市花園町14番 2 5 1,164 231

7 苫小牧工業高専錦岡団地 3 北海道苫小牧市字錦岡443番地 1 1 127,758 15,810

8 苫小牧工業高専錦岡宿舎団地 3 北海道苫小牧市明徳町4丁目9番 1 1 7,426 1,704

9 苫小牧工業高専糸井宿舎団地 3 北海道苫小牧市しらかば町3丁目2番 1 1 2,559 362

10 釧路高専大楽毛団地 3 北海道釧路市大楽毛西2-128-7 1 1 118,966 17,501

11 釧路高専大楽毛宿舎団地 3 北海道釧路市大楽毛西2-128-12 1 1 9,741 980

12 釧路高専鳥取宿舎団地 3 北海道釧路市鳥取北7-6ｰ7 1 1 949 244

13 旭川高専春光台団地 3 北海道旭川市春光台2条2丁目1番6号 1 1 102,210 14,608

14 旭川高専春光団地 3 北海道旭川市春光町6区1条5丁目31 1 1 460 89

15 八戸高専上野平団地 3 青森県八戸市田面木字上野平16-1 1 1 101,106 18,155

16 八戸高専中村団地 3 青森県八戸市田面木字中村60 1 1 5,889 583

17 一関高専高梨中央団地 3 岩手県一関市萩荘字高梨 1 5 94,512 15,304

18 一関高専高梨宿舎（一）団地 3 岩手県一関市萩荘字高梨南方19 1 3 998 248

19 一関高専駒下宿舎団地 3 岩手県一関市萩荘字駒下1－17外 1 3 1,035 250

敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

施   設   名   等 敷地

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

合同形態No. 所       在       地



区分

20 宮城高専愛島団地 3 宮城県名取市愛島塩手字野田山48 1 1 114,445 15,283

21 宮城高専名取が丘団地 3 宮城県名取市名取が丘一丁目5番 1 1 6,878 1,589

22 仙台電波高専宮城団地 3 宮城県仙台市青葉区愛子中央4丁目16－1 1 1 106,118 14,101

23 秋田高専長山下団地 3 秋田県秋田市飯島文教町1番1号 1 1 99,217 15,866

24 秋田高専長野20 3 秋田県秋田市飯島長野中町5番3号 1 1 3,758 850

25 鶴岡高専沢田団地 3 山形県鶴岡市井岡字沢田104 1 1 110,243 13,977

26 鶴岡高専和田6団地 3 山形県鶴岡市井岡字和田336－1 1 3 907 157

27 鶴岡高専和田7団地 3 山形県鶴岡市井岡字和田327－7 1 3 2,185 560

28 福島高専長尾団地 3 福島県いわき市平上荒川字長尾30番地 1 1 105,428 13,832

29 福島高専下荒川団地 3 福島県いわき市平下荒川字鶴ヶ町47の5 1 1 748 161

30 福島高専下平窪団地 3 福島県いわき市下平窪鍛冶内30 1 1 2,177 321

31 福島高専桜町団地 3 福島県いわき市平字桜町4－1 1 1 481 116

32 福島高専小名浜団地 3 福島県いわき市小名浜岡小名字池ノ内127 1 1 1,954 339

33 福島高専高坂団地 3 福島県いわき市内郷高坂町1丁目101－7 1 1 836 220

34 茨城高専中根団地 3 茨城県ひたちなか市中根866 1 3 100,513 14,596

35 小山高専中久喜（校舎）団地 3 栃木県小山市大字中久喜771番地 1 1 99,014 14,808

36 小山高専中久喜（宿舎）団地 3 栃木県小山市大字中久喜1467番地2 1 1 9,917 1,508

37 小山高専八幡町団地 3 栃木県小山市八幡町1丁目8番地 1 1 1,246 245

38 群馬高専鳥羽団地 3 群馬県前橋市鳥羽町580番地 1 1 114,128 15,753

合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)

No. 施   設   名   等 所       在       地

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構



区分

39 群馬高専南町団地 3 群馬県前橋市南町1－291－26 1 1 2,611 535

40 木更津高専清見台団地 3 千葉県木更津市清見台東2-11-1 1 1 100,054 14,443

41 木更津高専祇園宿舎 3 千葉県木更津市清見台東2-19-8 1 1 1,736 245

42 木更津高専高砂宿舎 3 千葉県木更津市高砂1-8-32 1 1 2,760 453

43 東京高専椚田団地 3 東京都八王子市椚田町1220－2 1 1 97,666 12,173

44 東京高専散田団地 3 東京都八王子市散田町4－10－6 1 1 1,137 260

45 東京高専散田2団地 3 東京都八王子市散田町5－17－12 1 1 3,048 779

46 長岡高専西片貝町1団地 3 新潟県長岡市西片貝町888番地 1 1 102,495 15,989

47 長岡高専若草町1丁目団地 3 新潟県長岡市若草町1丁目5番12 1 1 276 91

48 長岡高専若草町2丁目団地 3 新潟県長岡市若草町2丁目4番地 1 1 1,917 0

49 長岡高専栖吉町前山団地 3 新潟県長岡市栖吉町字前山340番地20 1 1 17,125 0

50 富山工業高専本郷団地 3 富山県富山市本郷町13番地 1 1 107,433 15,477

51 富山工業高専下堀団地 3 富山県富山市新堀35番地 1 1 596 220

52 富山工業高専旭団地 3 富山県富山市旭3番地 1 1 365 105

53 富山商船高専海老江練合団地 3 富山県射水市海老江練合1の2 1 1 109,896 16,121

54 富山商船高専堀岡明神新団地 3 富山県射水市堀岡明神新字西開38の6 1 1 4,200 964

55 石川高専北中条団地 3 石川県河北郡津幡町北中条タ1 1 1 118,661 13,351

56 石川高専横浜宿舎団地 3 石川県河北郡津幡町字横浜イ154－3 1 1 5,513 438

57 福井高専下司団地 3 福井県鯖江市下司町 1 1 99,334 15,466

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)



区分

58 福井高専北野町団地 3 福井県鯖江市北野町2－15－16 1 1 2,230 468

59 長野高専徳間団地 3 長野県長野市大字徳間716 1 1 99,215 16,034

60 長野高専徳間第二団地 3 長野県長野市大字徳間718－12 2 5 3,754 543

61 長野高専上駒沢団地 3 長野県長野市大字上駒沢原426－1 1 1 1,057 179

62 長野高専黒姫団地 3 長野県上水内郡信濃町大字野尻字黒姫山3884－6 1 1 8,548 123

63 岐阜高専上真桑団地 3 岐阜県本巣市上真桑2236-2 1 1 106,936 18,106

64 沼津工業高専大岡団地 3 静岡県沼津市大岡3600 1 1 89,599 16,185

65 沼津工業高専文教住宅 3 静岡県三島市文教町1－4－60 2 5 2,502 896

66 沼津工業高専香貫宿舎 3 静岡県沼津市南本郷14－27 1 1 288 80

67 豊田高専栄生町団地 3 愛知県豊田市栄生町2－1 1 1 120,054 18,749

68 豊田高専栄町団地 3 愛知県豊田市栄町2－14 1 1 1,832 402

69 豊田高専平芝町団地 3 愛知県豊田市平芝町4－39－23 1 1 976 199

70 鳥羽商船高専池上町団地 3 三重県鳥羽市池上町1番1号 1 1 101,449 12,694

71 鳥羽商船高専鳥羽2丁目団地 3 三重県鳥羽市鳥羽2丁目17－7 1 1 10,497 1,818

72 鳥羽商船高専神奈川県団地 3 神奈川県横浜市神奈川区亀住9－1 1 1 594 259

73 鈴鹿工業高専白子町団地 3 三重県鈴鹿市白子町 1 5 120,551 20,110

74 舞鶴高専白屋団地 3 京都府舞鶴市字白屋234 1 1 121,976 15,132

75 舞鶴高専大波団地 3 京都府舞鶴市字大波上小字滝ヶ浦1112 1 1 454 92

76 舞鶴高専行永団地 3 京都府舞鶴市字行永2285 1 1 3,600 476

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)



区分

77 舞鶴高専浜団地 3 京都府舞鶴市字浜2006－62 1 1 666 197

78 明石高専西岡1 3 兵庫県明石市魚住町西岡679-3 1 1 74,790 12,952

79 明石高専西岡2 3 兵庫県明石市魚住町住吉3-738-1 1 3 1,608 219

80 奈良高専矢田団地 3 奈良県大和郡山市矢田町22番地 1 1 105,983 14,565

81 奈良高専六条団地 3 奈良県奈良市六条1丁目17 1 5 2,739 494

82 和歌山高専野島団地 3 和歌山県御坊市名田町野島77 1 5 101,400 14,361

83 和歌山高専吉原団地 3 和歌山県日高郡美浜町吉原98－2 1 2 4,049 422

84 米子高専彦名団地 3 鳥取県米子市彦名町4448 1 1 95,559 15,328

85 松江工業高専直野団地 3 島根県松江市西生馬町14番4 1 1 106,574 14,917

86 松江工業高専下佐陀団地 3 島根県松江市下佐陀町1032番4 1 1 331 89

87 津山高専沼団地 3 岡山県津山市沼624－1 1 1 97,468 14,459

88 津山高専弥生団地 3 岡山県津山市弥生町64－1 1 1 4,355 1,109

89 広島商船高専東野（校舎） 3 広島県豊田郡大崎上島町東野4272番地1 1 1 88,462 9,590

90 広島商船高専東野（寄宿舎） 3 広島県豊田郡大崎上島町東野2980番地2 1 1 33,819 4,952

91 呉工業高専豊栄団地 3 広島県呉市阿賀南二丁目2番1 1 1 98,524 13,557

92 呉工業高専広団地 3 広島県呉市広中新開三丁目18161番 1 1 3,990 1,365

93 呉工業高専青山団地 3 広島県呉市青山町14－1 1 1 2,166 284

94 徳山高専高城団地 3 山口県周南市学園台3538 1 1 125,480 11,639

95 徳山高専御弓町団地 3 山口県周南市上御弓町4197－1 1 1 1,321 285

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)
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96 徳山高専周南住宅団地 3 山口県周南市周陽3丁目4 1 1 1,310 274

97 宇部高専道松・楢原団地 3 山口県宇部市常盤台2-14-1 1 1 74,437 13,251

98 宇部高専北琴芝団地 3 山口県宇部市北琴芝1丁目1047 1 1 3,933 729

99 大島商船高専小松団地 3 山口県大島郡周防大島町大字小松1091番地－1 1 1 112,540 14,604

100 阿南高専青木団地 3 徳島県阿南市見能林町青木265番地 1 1 102,593 14,887

101 阿南高専大坪団地 3 徳島県阿南市見能林町大坪26番地 1 1 8,962 807

102 高松高専勅使町団地 3 香川県高松市勅使町355 1 5 133,126 12,870

103 高松高専木太町団地 3 香川県高松市木太町2013 1 1 1,092 257

104 高松高専昭和町団地 3 香川県高松市昭和町1丁目5－7 1 1 1,074 282

105 詫間電波高専香田団地 3 香川県三豊市詫間町香田551 1 1 121,093 13,840

106 新居浜高専八雲団地 3 愛媛県新居浜市八雲町1138－2番地 1 1 100,832 16,202

107 新居浜高専徳丸団地 3 愛媛県新居浜市庄内町5丁目198ノ1番地 1 1 1,030 204

108 新居浜高専枝元団地 3 愛媛県新居浜市庄内町2丁目748ノ1番地 1 1 1,674 218

109 新居浜高専阿島団地 3 愛媛県新居浜市阿島字三喜一番浜甲1015番267号 1 1 3,709 670

110 弓削商船高専下弓削団地 3 愛媛県越智郡上島町弓削下弓削1000 1 1 86,605 11,916

111 弓削商船高専日比団地 3 愛媛県越智郡上島町弓削日比655 1 1 22,257 3,369

112 高知高専物部団地 3 高知県南国市物部乙200番1 1 1 108,297 13,111

113 久留米高専小森野団地 3 福岡県久留米市小森野1－1－1 1 1 105,229 15,672

114 久留米高専旭町団地 3 福岡県久留米市旭町38 1 1 1,986 500

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)
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115 有明高専東萩尾団地 3 福岡県大牟田市東萩尾町150 1 1 83,125 25,230

116 有明高専次郎丸団地 3 熊本県荒尾市下井出2 1 1 23,339 3,638

117 有明高専宮原団地 3 福岡県大牟田市宮原町1－270 1 1 2,401 413

118 有明高専平井団地 3 熊本県荒尾市下井出768 1 1 4,236 830

119 有明高専東萩尾団地 3 福岡県大牟田市東萩尾町150番2 1 1 5,376 925

120 有明高専正山71団地 3 福岡県大牟田市正山町71 1 1 284 84

121 有明高専正山10団地 3 福岡県大牟田市正山町10 1 1 293 104

122 有明高専洗池団地 3 熊本県荒尾市増永字洗池2767－5 1 1 992 176

123 北九州高専志井団地 3 福岡県北九州市小倉南区志井5丁目20番1号 1 1 95,497 14,614

124 北九州高専徳力団地 3 福岡県北九州市小倉南区山手1丁目 1 1 7,306 1,749

125 佐世保高等沖新1団地 3 長崎県佐世保市沖新町1番1号 1 1 62,702 12,409

126 佐世保高専沖新2団地 3 長崎県佐世保市沖新町6番7号 1 1 13,388 3,725

127 佐世保高専沖新3団地 3 長崎県佐世保市沖新町4番1号 1 1 24,628 174

128 佐世保高専黒髪団地 3 長崎県佐世保市黒髪町40番2号 1 1 679 112

129 佐世保高専瀬戸越団地 3 長崎県佐世保市瀬戸越1丁目1945番地 1 1 2,380 566

130 佐世保高専大和団地 3 長崎県佐世保市大和町459番地 1 1 294 90

131 佐世保高専天神団地 3 長崎県佐世保市天神5丁目988番地8 1 1 726 145

132 佐世保高専大黒団地 3 長崎県佐世保市大黒町577 1 1 2,974 412

133 熊本電波工業高専須屋団地 3 熊本県合志市須屋2659-2 1 1 94,340 11,424

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構
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134 熊本電波工業高専湖東団地 3 熊本県熊本市湖東1丁目45-1 1 1 2,392 427

135 八代高専平山新町団地 3 熊本県八代市平山新町2627 1 1 116,913 13,653

136 八代高専平山宿舎団地 3 熊本県八代市平山新町3142-1 1 1 2,773 625

137 八代高専新開宿舎団地 3 熊本県八代市新開町2-11 1 1 1,210 403

138 大分高専明野団地 3 大分県大分市大字牧1666番地 1 1 126,233 16,338

139 大分高専上野団地 3 大分県大分市上野ヶ丘1丁目11－43 1 1 347 114

140 都城高専吉尾団地 3 宮崎県都城市吉尾町473-1 1 1 105,740 15,081

141 都城高専花繰団地 3 宮崎県都城市花繰町5-3 1 1 498 100

142 都城高専吉尾住宅団地 3 宮崎県都城市吉尾町473-50 1 1 2,145 315

143 都城高専年見団地 3 宮崎県都城市年見町34-7 1 1 2,271 477

144 鹿児島高専国見団地 3 鹿児島県霧島市隼人町真孝1460－1 1 1 121,318 15,755

145 鹿児島高専東真孝団地 3 鹿児島県霧島市隼人町真孝169－3 1 1 8,467 1,648

146 沖縄高専辺野古団地 3 沖縄県名護市字辺野古905番地 1 5 156,056 13,562

147 沖縄高専宇茂佐団地 3 沖縄県名護市字宇茂佐774番地 1 1 3,818 530

 府省名： 文部科学省   独立行政法人名： 独) 国立高等専門学校機構

No. 施   設   名   等 所       在       地 合同形態 敷地
敷地面積
(㎡)

建面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

1 1,320 2006 0 50 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 28%

2 30,355 1995 1962 11 44 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 13%

3 1,154 1980 26 47 4 第一種住居地域 60 200 27%

4 443 1969 37 38 1 第一種住居地域 60 200 7%

5 719 1986 20 47 5 第二種住居地域 60 200 39%

6 984 1972 34 47 5 第二種中高層住居専用地域 60 200 42%

7 30,666 2001 1964 5 42 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 12%

8 1,897 1970 1964 36 42 38 2 第一種中高層住居専用地域 60 200 13%

9 1,693 1993 13 47 5 第一種住居地域 50 100 66%

10 31,306 2003 1966 3 40 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 13%

11 2,976 1995 11 47 5 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

12 244 1976 30 38 1 第二種中高層住居専用地域 60 200 13%

13 30,787 2001 1963 5 43 47 4 第二種中高層住居専用地域 60 200 15%

14 89 1979 27 38 1 第二種中高層住居専用地域 60 200 10%

15 37,465 2003 1964 3 42 47 5 第一種中高層住居専用地域 60 200 19%

16 583 1971 1966 35 40 47 1 市街化調整区域 60 200 5%

17 30,010 2003 3 41 47 3 第一種中高層住居専用地域 40 100 32%

18 248 1965 41 38 1 第一種低層住居専用地域 40 80 31%

19 250 1966 40 38 1 第一種低層住居専用地域 40 80 30%

階層
延面積
(㎡)

No. 耐用年数

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

利用率
法     規     制



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

20 30,768 1999 7 47 5 第一種住居地域 70 200 13%

21 1,611 1964 42 22 2 第一種住居地域 60 200 12%

22 28,419 2002 1974 4 32 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 13%

23 29,197 2003 1964 3 42 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

24 850 1971 1965 35 41 38 1 第一種低層住居専用地域 50 80 28%

25 30,047 1966 1964 40 42 47 3 市街化調整区域 70 200 14%

26 157 1964 42 38 1 市街化調整区域 70 200 9%

27 560 1969 37 38 1 市街化調整区域 70 200 13%

28 31,032 2002 1963 4 43 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

29 161 1963 43 22 1 第一種住居地域 60 200 11%

30 321 1963 43 22 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 7%

31 116 1963 43 22 1 第一種住居地域 60 200 12%

32 1,165 1989 17 47 4 指定なし 指定なし 指定なし 容積率指定なし

33 421 1980 26 38 2 第一種低層住居専用地域 50 80 63%

34 29,509 1994 1965 12 41 47 3 第二種中高層住居専用地域 60 200 15%

35 32,490 1971 1966 35 40 50 4 市街化調整区域 60 200 16%

36 2,084 1966 40 47 2 第二種住居地域 60 200 11%

37 245 1965 41 22 1 第一種住居地域 60 200 10%

38 31,846 2003 1963 3 43 47 3 市街化調整区域 70 200 14%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

39 2,239 1987 19 47 5 準工業地域 60 200 43%

40 32,952 2003 1968 3 38 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 16%

41 976 1975 31 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 28%

42 2,713 1997 9 47 5 第一種住居地域 60 200 49%

43 27,866 1971 1967 35 39 47 4 第一種住居地域 60 200 14%

44 260 1966 40 22 1 第一種住居地域 60 200 11%

45 2,782 1997 9 47 4 第一種住居地域 60 200 46%

46 34,814 1963 43 47 4 市街化調整区域 30 指定なし 容積率指定なし

47 111 1968 38 20 2 第一種中高層住居専用地域 60 200 20%

48 0 － － － － － － 第一種中高層住居専用地域 60 200 0%

49 0 － － － － － － 市街化調整区域 20 指定なし 容積率指定なし

50 29,208 2003 1964 3 42 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 14%

51 220 1963 43 22 1 第一種低層住居専用地域 50 80 46%

52 105 1963 43 22 1 第二種中高層住居専用地域 60 200 14%

53 30,857 1970 1969 36 37 47 4 第一種住居地域 60 200 14%

54 964 1979 1970 27 36 34 1 準工業地域 60 200 11%

55 29,720 1971 1966 35 40 47 4 指定なし 60 100 25%

56 865 1966 40 47 2 準住居地域 60 200 8%

57 31,205 1967 1966 39 40 47 4 指定なし 70 400 8%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

58 1,560 1983 23 47 4 第二種中高層住居専用地域 70 400 17%

59 32,123 1964 42 47 3 第二種中高層住居専用地域 60 200 15%

60 2,521 1987 19 47 5 第二種中高層住居専用地域 60 200 34%

61 179 1972 34 38 1 第二種中高層住居専用地域 60 200 8%

62 295 1970 36 22 2 指定なし 指定なし 指定なし 容積率指定なし

63 35,738 2001 1964 5 42 47 3 都市計画区域外 70 200 17%

64 25,523 1965 1963 41 43 47 3 第一種中高層住居専用地域 50 100 28%

65 4,415 1979 27 47 5 第二種中高層住居専用地域 60 200 88%

66 101 1959 47 22 2 第一種低層住居専用地域 50 80 44%

67 38,645 2003 1964 3 42 47 3 市街化調整区域 60 200 16%

68 402 1964 42 22 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 11%

69 199 1964 42 22 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 10%

70 27,155 1965 41 47 4 第二種中高層住居専用地域 60 200 13%

71 4,003 1963 43 47 4 第二種中高層住居専用地域 60 200 19%

72 367 1971 35 47 2 第二種中高層住居専用地域 60 200 31%

73 40,096 1983 1963 23 43 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 17%

74 33,673 1971 1966 35 40 47 4 市街化調整区域 60 200 14%

75 92 1976 30 34 1 準工業地域 60 200 10%

76 2,095 1982 24 47 5 第一種中高層住居専用地域 60 200 29%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

77 297 1986 20 47 2 第一種住居地域 60 200 22%

78 26,554 2000 1963 6 43 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 18%

79 636 1965 41 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 建物のみ保有

80 28,747 2002 1965 4 41 47 4 市街化調整区域 70 400 7%

81 1,296 1984 22 47 3 第一種低層住居専用地域 40 60 77%

82 30,067 1970 1965 36 41 47 4 都市計画区域外 指定なし 指定なし 容積率指定なし

83 2,061 1990 16 47 5 指定なし 70 200 建物のみ保有

84 31,496 2003 1964 3 42 47 4 市街化調整区域 70 400 8%

85 32,654 2004 1964 2 42 47 3 市街化調整区域 60 100 31%

86 89 2006 0 17 1 市街化調整区域 70 200 13%

87 29,957 1985 1964 21 42 47 3 指定なし 70 400 8%

88 2,166 2001 5 47 2 指定なし 50 100 50%

89 17,950 1970 1969 36 37 47 5 都市計画区域外 指定なし 指定なし 容積率指定なし

90 11,254 2000 1970 6 36 47 4 都市計画区域外 指定なし 指定なし 容積率指定なし

91 29,191 2001 1964 5 42 47 4 準工業地域 60 200 15%

92 1,382 1965 1964 41 42 22 2 第一種住居地域 60 200 17%

93 1,394 1983 23 47 5 第一種住居地域 60 200 32%

94 23,121 1997 1976 9 30 47 4 第一種住居地域 70 200 9%

95 413 1978 28 38 2 指定なし 60 200 16%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

96 1,370 1975 31 47 5 第一種中高層住居専用地域 60 200 52%

97 31,123 1967 1963 39 43 47 4
第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域 60 200 21%

98 2,303 1982 24 47 3 第一種住居地域 60 200 29%

99 28,682 1970 1969 36 36 47 4 指定なし 70 200 51%

100 31,689 2003 1964 3 42 49 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

101 2,091 1990 16 47 4 市街化調整区域 70 200 12%

102 39,844 2001 1963 5 43 47 3 指定なし 70 200 15%

103 1,248 1971 35 47 5 第一種住居地域 60 200 57%

104 553 1978 28 38 2 第二種中高層住居専用地域 60 200 26%

105 35,136 2002 1974 4 32 47 4 指定なし 70 200 15%

106 35,833 1966 1965 40 41 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 18%

107 204 1966 40 22 1 第一種住居地域 60 200 10%

108 1,089 1970 36 47 5 第一種中高層住居専用地域 60 200 33%

109 3,014 1994 12 47 5 工業地域 60 200 41%

110 21,102 1979 1969 27 37 47 4 都市計画区域外 70 400 6%

111 9,109 1972 1970 34 36 47 4 都市計画区域外 70 400 10%

112 29,140 2003 1965 3 41 47 4 市街化調整区域 60 200 13%

113 30,206 2003 1963 3 43 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 14%

114 576 1962 1943 44 63 22 2 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

115 25,648 2002 1965 4 41 47 1 第一種低層住居専用地域 40 60 51%

116 6,831 1964 42 47 3 第一種低層住居専用地域 60 200 15%

117 413 1964 42 22 1 第一種住居地域 60 200 9%

118 830 1964 42 22 1 第二種低層住居専用地域 60 100 20%

119 925 1966 40 22 1 第一種低層住居専用地域 40 60 29%

120 84 1964 42 22 2 第一種住居地域 60 200 15%

121 104 1965 41 22 1 第一種住居地域 60 200 18%

122 176 1976 30 22 1 第二種低層住居専用地域 60 100 18%

123 29,505 2000 1967 6 39 47 4 第一種中高層住居専用地域 60 200 15%

124 1,749 1968 38 22 1 第一種低層住居専用地域 50 80 30%

125 21,456 1967 1964 38 41 47 3 準工業地域 60 200 17%

126 8,772 1969 36 47 5 工業地域 60 200 33%

127 174 1971 34 38 1 準工業地域 60 200 1%

128 112 1964 41 22 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 8%

129 566 1969 36 22 1 第一種低層住居専用地域 60 100 24%

130 90 1935 70 22 1 第一種低層住居専用地域 60 100 31%

131 145 1980 25 20 1 第一種低層住居専用地域 60 100 20%

132 1,535 1987 18 47 4 第一種住居地域 80 200 26%

133 23,996 1972 34 47 4 市街化調整区域 70 200 13%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率（％）容積率（％）

134 1,284 1979 27 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 150 36%

135 29,827 1999 1975 7 31 47 4 第一種中高層住居専用地域 50 150 13%

136 1,222 1979 27 47 2 都市計画区域外 70 200 22%

137 794 1977 1976 29 30 47 2 工業地域 60 200 33%

138 28,845 2001 1963 5 43 47 2 第一種中高層住居専用地域 60 200 11%

139 114 1965 41 20 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 16%

140 29,809 2001 1965 5 41 47 3 指定なし 70 200 14%

141 100 1964 42 20 1 第二種住居地域 60 200 10%

142 1,462 1994 12 47 5 第一種住居地域 60 200 34%

143 477 1964 42 20 1 第一種低層住居専用地域 50 100 21%

144 33,891 1989 1969 17 37 47 5 第一種住居地域 60 200 14%

145 1,648 1964 42 22 1 第一種中高層住居専用地域 60 200 10%

146 32,224 2004 2 47 4 指定なし 60 200 10%

147 1,513 1979 27 47 3 第一種中高層住居専用地域 60 200 20%

法     規     制
利用率No.

延面積
(㎡)

耐用年数 階層

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)



計 土地 建物 その他

1 635 276 317 42 110 1 1（教育事業）

2 5,534 3,130 2,285 119 33 4 1（教育事業）

3 185 133 48 4 55 8 1（教育事業）

4 148 144 3 1 41 8 1（教育事業）

5 96 54 41 1 55 8 1（教育事業）

6
北大と共同で保有して
いる。

68 48 18 2 48 8 1（教育事業）

7 2,104 689 1,383 32 8 4 1（教育事業）

8 56 56 0 0 11 8 1（教育事業）

9 161 56 104 1 21 8 1（教育事業）

10 3,575 749 2,646 180 6 4 1（教育事業）

11 388 110 267 11 10 8 1（教育事業） (財務省)合同宿舎

12 37 24 12 1 20 8 1（教育事業）

13 2,720 1,185 1,450 78 12 4・8 1（教育事業）

14 23 20 3 0 30 8 1（教育事業）

15 6,283 2,679 3,599 5 38 4・8 1（教育事業）

16 168 163 5 0 13 8 1（教育事業）

17 2,189 92 1,890 207 29 5・8 1（教育事業）

18 3 0 3 0 31 8 1（教育事業）

19 3 0 3 0 31 8 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名
正面路線
価(千円)

保有目的
B / S  価  格 (百万円)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)

耐震用途合築等No.



計 土地 建物 その他

20 4,621 1,240 3,196 185 36 4 1（教育事業）

21 327 327 0 0 33 8 1（教育事業）

22 4,633 3,205 1,354 74 26 4・8 1（教育事業）

23 5,108 2,344 2,613 151 36 4 1（教育事業）

24 142 132 5 5 37 8 1（教育事業）

25 2,501 1,340 1,073 88 11 4 1（教育事業）

26 0 0 0 0 19 8 1（教育事業）

27 1 0 1 0 15 8 1（教育事業）

28 4,087 1,916 1,992 179 45 4・8 1（教育事業）

29 23 23 0 0 39 8 1（教育事業）

30 80 80 0 0 36 8 1（教育事業）

31 27 27 0 0 42 8 1（教育事業）

32 114 57 57 0 36 8 1（教育事業） (財務省)合同宿舎

33 49 40 9 0 30 8 1（教育事業） (財務省)合同宿舎

34 2,073 0 1,809 264 52 4 1（教育事業）

35 3,286 759 2,265 262 17 4 1（教育事業）

36 95 69 25 1 36 4・8 1（教育事業）

37 86 86 0 0 52 8 1（教育事業）

38 4,938 3,173 1,655 110 31 4・5 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

39 260 146 114 0 59 8 1（教育事業） 法務省・国立大学法人群馬大学の職員宿舎

40 4,809 1,791 2,881 137 26 4 1（教育事業）

41 73 44 28 1 26 8 1（教育事業）

42 328 37 255 36 24 8 1（教育事業）

43 12,943 11,474 1,368 101 100 4 1（教育事業）

44 189 189 0 0 130 8 1（教育事業）

45 778 432 334 12 120 8 1（教育事業）

46 6,019 2,070 3,817 132 17 4 1（教育事業）

47 16 15 1 0 43 8 1（教育事業）

48 111 109 0 2 43 4 1（教育事業）

49 199 195 0 4 9 4 1（教育事業）

50 3,581 2,173 1,338 70 63 5・8 1（教育事業）

51 30 30 0 0 38 8 1（教育事業）

52 28 28 0 0 54 8 1（教育事業）

53 3,779 2,000 1,573 206 20 5・8 1（教育事業）

54 229 69 22 138 8 4 1（教育事業）

55 5,032 2,419 2,307 306 26 4 1（教育事業）

56 277 243 31 3 47 5・8 1（教育事業）

57 3,876 2,116 1,673 87 12 4 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

58 194 129 64 1 47 8 1（教育事業）

59 6,334 4,070 2,234 30 55 4 1（教育事業）

60 信州大学の持ち分（4/40）がある 342 161 176 5 52 8 1（教育事業）

61 60 56 4 0 49 8 1（教育事業）

62 23 19 4 0 2 5 1（教育事業）

63 3,117 1,200 1,799 118 52 4・8 1（教育事業）

64 6,163 3,774 2,171 218 77 4 1（教育事業）

65

大学共同利用機関法人情報・シス
テム研究機構国立遺伝学研究所と
本校と共有宿舎（70戸の内沼津高
専持分42戸、遺伝学研究所持分28
戸）

248 180 64 4 97 8 1（教育事業）
(財務省)東海財務局所管文教住宅1，5～11
号棟

66 31 31 0 0 92 8 1（教育事業）

67 5,617 3,211 2,216 190 26 4・8 1（教育事業）

68 130 130 0 0 76 8 1（教育事業）

69 95 95 0 0 89 8 1（教育事業）

70 4,804 2,984 1,566 254 33 5・8 1（教育事業）

71 410 361 48 1 41 4 1（教育事業）

72 129 119 10 0 157 5 1（教育事業）

73 5,669 3,200 2,347 122 41 4・8 1（教育事業）

74 2,874 1,209 1,477 188 12 4 1（教育事業）

75 28 26 2 0 38 4 1（教育事業）

76 246 165 78 3 56 8 1（教育事業） （財務省）行永合同宿舎

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

77 78 62 16 0 69 8 1（教育事業）

78 5,326 3,515 1,598 213 80 4 1（教育事業）

79 6 0 5 1 71 8 1（教育事業） (明石市)明石市営住宅

80 3,934 1,675 2,039 220 68 4 1（教育事業）

81 200 112 77 11 52 8 1（教育事業）
国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　西の
京宿舎　2号棟

82 1,519 6 1,490 23 21 4 1（教育事業）

83 143 0 143 0 49 8 1（教育事業） (財務省)美浜合同宿舎

84 4,653 2,150 2,287 216 18 4 1（教育事業）

85 5,435 2,665 2,608 162 27 4 1（教育事業）

86 5 2 3 0 17 4 1（教育事業）

87 3,601 2,125 1,439 37 21 4 1（教育事業）

88 481 203 270 8 31 8 1（教育事業）

89 1,542 974 503 65 14 4 1（教育事業）

90 1,333 551 466 316 16 4・8 1（教育事業）

91 5,589 4,394 1,091 104 91 4 1（教育事業）

92 375 375 0 0 97 8 1（教育事業）

93 228 177 50 1 65 8 1（教育事業） (法務省検察庁)省庁別宿舎木造平屋

94 4,231 2,723 1,361 147 30 4・8 1（教育事業）

95 76 67 9 0 56 8 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

96 142 103 38 1 69 8 1（教育事業） (財務省)合同宿舎（周南住宅団地）

97 4,203 2,239 1,788 176 46 4 1（教育事業）

98 261 195 65 1 68 8 1（教育事業）

99 3,276 1,688 1,435 153 15 5・8 1（教育事業）

100 5,423 3,591 1,681 151 61 4 1（教育事業）

101 286 168 111 7 28 5・8 1（教育事業）

102 4,560 2,785 1,617 158 19 4・8 1（教育事業）

103 134 105 27 2 58 8 1（教育事業） (財務省)深田第2住宅

104 197 189 7 1 140 8 1（教育事業） (財務省)昭和町第2住宅

105 3,815 1,126 2,441 248 9 5・8 1（教育事業）

106 6,734 4,255 2,177 302 59 4・5 1（教育事業）

107 55 54 0 0 59 8 1（教育事業）

108 142 109 21 13 56 8 1（教育事業）

109 351 100 246 5 25 8 1（教育事業） (財務省)空き地

110 2,891 1,291 1,481 119 15 4・8 1（教育事業）

111 818 223 543 52 10 4・5 1（教育事業）

112 4,647 2,960 1,405 282 24 4・8 1（教育事業） (財務省)合同宿舎

113 6,344 3,957 2,129 258 38 4 1（教育事業）

114 167 163 3 1 65 8 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

115 3,024 1,687 2,567 205 17 4 1（教育事業）

116 1,042 366 519 261 2 4 1（教育事業）

117 50 44 5 1 11 8 1（教育事業）

118 81 77 3 1 10 8 1（教育事業）

119 113 109 3 1 17 8 1（教育事業）

120 19 17 1 1 44 8 1（教育事業）

121 20 18 1 1 48 8 1（教育事業）

122 36 30 1 1 17 8 1（教育事業）

123 6,791 4,775 1,914 102 47 4 1（教育事業）

124 719 700 18 1 66 8 1（教育事業）

125 3,185 2,025 1,098 62 22 4 1（教育事業）

126 834 522 273 39 23 4 1（教育事業） （長崎県）技術専門学校跡地

127 976 948 1 27 21 4 1（教育事業）

128 23 22 0 1 34 8 1（教育事業）

129 119 116 0 3 43 8 1（教育事業）

130 14 14 0 0 30 8 1（教育事業）

131 37 37 0 0 38 8 1（教育事業）

132 279 187 79 13 40 8 1（教育事業）

133 2,344 850 1,433 61 9 4・5 1（教育事業） (独)国立病院機構熊本再春荘病院

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



計 土地 建物 その他

134 290 256 34 0 77 8 1（教育事業） (財務省)国家公務員合同宿舎湖東住宅

135 3,508 1,906 1,513 89 20 4 1（教育事業）

136 77 58 18 1 21 8 1（教育事業）

137 37 29 7 1 21 8 1（教育事業） (財務省)国家公務員宿舎(八代市)中央汚水ポンプ場

138 6,471 4,650 1,681 147 54 4・8 1（教育事業）

139 32 32 0 0 61 8 1（教育事業）

140 3,588 1,607 1,764 217 21 4 1（教育事業） （財務省）合同宿舎吉尾住宅

141 17 17 0 0 27 8 1（教育事業）

142 148 33 111 4 21 8 1（教育事業） （財務省）合同宿舎吉尾住宅

143 53 51 2 0 18 8 1（教育事業）

144 4,270 2,293 1,741 236 26 4 1（教育事業） （霧島市）市職員住宅・（警察共済組合）隼人職員住宅

145 324 307 10 7 38 8 1（教育事業） （財務省　九州財務局）隼人住宅

146 10,934 781 8,598 1,555 12 4 1（教育事業）

147 145 99 45 1 28 8 1（教育事業）

隣  接  庁  舎  名 耐震
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的No. 合築等

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)



法人名 府省名

No. 1 施設名 用  途

資産の利用度等の観点

・全国立高等専門学校を統括する部門として機能しており、資産の利用度としては非常に高い。

・土地の利用度に関しては、建物面積が法定容積率の３割弱と低いが、これは敷地として使用できない崖地を保有しているためである。

有効利用多寡の観点

・自治体等からの地域活性化（都市再生など）に資する処分要求はない。

効果的な処分の観点

・近隣に、一体処分の対象となる国又は他の独法等が保有する資産がないため、一体処分を行うことはない。

売却後に代替資産の利用が予定される場合の経済合理性の観点

・当該施設は完成間もないことから、売却を検討するのは経済合理性を見いだせない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

 独) 国立高等専門学校機構 文部科学省

本部棟 1(事務所)

○　自らの保有が必要不可欠な理由

○  売却する場合、売却予定時期 ： 売却しない

○　事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

国立高等専門学校機構の目的である「職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡
ある発展を図ること」を達成するために、また、全国55の国立高等専門学校が一つの法人にまとめられたメリットを生かし事務の簡素化・効率化を行うためにも、現在の施設
が必要であることから、売却等処分は行わない。



法人名 府省名

No. 2 施設名 用  途

資産の利用度等の観点

・土地の利用度としては、建物面積が法定容積率を大きく下回るが、これは屋外運動場を保有しているためであり、教育施設としての利用度は高い。

・耐用年数を超える建物については改修・整備を適切に行い、使用する予定であるため処分は行わない。

有効利用多寡の観点

・総じて資産価値の高いものではなく、また、自治体等からの地域活性化（都市再生など）に資する処分要求もない。

効果的な処分の観点

・近隣に、一体処分の対象となる国又は他の独法等が保有する資産がないため、一体処分を行うことはない。

売却後に代替資産の利用が予定される場合の経済合理性の観点

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

○  売却する場合、売却予定時期 ： 売却しない

文部科学省

4(校舎)

 独) 国立高等専門学校機構

・既存資産の売却に際しては、立地条件等により総じて資産価値の高いものではないと考えられる。また、施設規模が大きいことから新規に施設を取得することは容易で
なく、売却益と新規取得費用を勘案しても経済合理性は見いだせない。

○　事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

○　自らの保有が必要不可欠な理由

職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図るために、現在の施設
が必要であることから売却等処分は行わない。



法人名 府省名

No. 3 施設名 用  途

資産の利用度等の観点

・近隣等に宿泊施設が少ない高専が多く、不可欠な施設である。また、宿泊だけではなく、教職員の打ち合わせや会合にも有効利用している。

有効利用多寡の観点

・総じて資産価値の高いものではなく、また、自治体等からの地域活性化（都市再生など）に資する処分要求もない。

効果的な処分の観点

・近隣に、一体処分の対象となる国又は他の独法等が保有する資産がないため、一体処分を行うことはない。

売却後に代替資産の利用が予定される場合の経済合理性の観点

○　自らの保有が必要不可欠な理由

・既存資産の売却に際しては、立地条件等により総じて資産価値の高いものではないと考えられる。また、校舎と同じ団地にある場合が多く、部分邸に売却することは現実的
ではないなど、経済合理性は見出せない。

・土地の利用度は低いところも見受けられるが、公共交通機関の不便な場所も多く、駐車場・駐輪場の確保を行う必要があることも踏まえると、土地は有効に利用されてい
る。

○　事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

○  売却する場合、売却予定時期 ：　売却しない 

教育の質の確保のためにも、非常勤構成等外部からの来校者用宿泊施設として保有しており、現在の施設が必要であることから売却等処分は行わない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

 独) 国立高等専門学校機構 文部科学省

5(宿泊施設)



法人名 府省名

No. 4 施設名 用  途

資産の利用度等の観点

・全国的に概ね高い入居率で推移していることから、資産の利用度としては高いと言える。

・地震等の災害時に対応する職員の緊急性を考慮すると、高専の付近に職員宿舎を保有することは必要である。

・職員宿舎を若手教職員等へ提供し、生活上の便宜を図ることは、高専の教育研究の安定性を確保する上でも必要である。

有効利用多寡の観点

・総じて資産価値の高いものではなく、また、自治体等からの地域活性化（都市再生など）に資する処分要求もない。

効果的な処分の観点

・近隣に、一体処分の対象となる国又は他の独法等が保有する資産がないため、一体処分を行うことはない。

売却後に代替資産の利用が予定される場合の経済合理性の観点

・既存資産の売却に際しては、立地条件等により、総じて資産価値の高いものではないと考えられる。また、建築後かなりの年数が経っているものが多いことから、売却益と
新規取得費用を勘案しても経済合理性は見出せない。

○　事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

○  売却する場合、売却予定時期 ： 売却しない

○　自らの保有が必要不可欠な理由

・土地の利用度は低いところも見受けられるが、公共交通機関の不便な場所も多く、駐車場・駐輪場の確保を行う必要があることも踏まえると、土地は有効に利用されてい
る。

教育の質の確保のためにも、他高専や他大学と人事交流を行い優秀な教職員を確保する必要がある。そのためにも職員宿舎を確保しておくことは有効であり、現在の施設
が必要であることから売却等処分は行わない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

 独) 国立高等専門学校機構 文部科学省

8(職員宿舎)



法人名 府省名

○  金融資産の内訳(18年3月31日時点、B/S価額)

A 合  計 : 16,012 百万円 内  貸付金 : 14 百万円

内  割賦債権 : － 百万円

B 現金及び預金 : 15,961 百万円

C 有価証券 : － 百万円

D 受取手形 : － 百万円 内  貸付金 : － 百万円

E 売掛金（未収入金） : 37 百万円 内  割賦債権 : － 百万円

F 投資有価証券 : － 百万円

G 関係会社① : － 百万円 ･･･ 関係会社株式

H 関係会社② : － 百万円 ･･･ その他の関係会社有価証券

I 長期貸付金① : 14 百万円 ･･･ J・K以外の長期貸付金

J 長期貸付金② : － 百万円 ･･･ 役員又は職員に対するもの

K 長期貸付金③ : － 百万円 ･･･ 関係法人に対するもの

L 破綻債権等 : － 百万円 内  貸付金 : － 百万円

内  割賦債権 : － 百万円

M 積立金 : － 百万円

N 出資金 : － 百万円

文部科学省 独) 国立高等専門学校機構

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

 A～Nの各項目については、｢独立行政法人会計基準｣及び｢独立行政法人会計基準注解」（平成17年6月29日改訂）に
 おける次の各項目に対応させるものとする。また、D・Eについて、引当金控除後ベースとする。
  A：B～Lの合計値 / B：「第9 流動資産」(1) / C：同(2) / D：同(3) / E：同(4) F：「第13 投資その他資産」(1)
  G：同(2) / H：同(3) / I：同(4) / J：同(5) / K：同(6) / L：同(7) / M及びN：同(12)



法人名 府省名

○ 受取手形(D)及び売掛金(E)を生じる事由(事業の概要等)及び民業補完の徹底という観建ぺい率（％）容積率（％）

○ 不良化している債権(L)の早期処分の方向性

○ 既存貸付金・割賦債権等の売却・証券化に向けた検討の方向性

○ 政策目標に比して過大と考えられる金融資産及び見直しの方向性

受取手形(D)は無い。
売掛金（未収入金）(E)は、当機構においては学生納付金等にかかる未収債権を計上しており、学生納付金の免除申請にかかるもの及び独法化時に国より承継した債権で
あり、適正と考えられる。

 不良化している債権(L)は無い。

長期貸付金①（Ｉ）は、学生支援の一環として行なっている「寄附金」を財源とした奨学金貸付によるものであり、適正と考えられる。

通常の業務活動により発生する現金及び預金、売掛金（未収入金）及び長期貸付金であり、適正と考えられる。

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

 独) 国立高等専門学校機構 文部科学省



5.特定事業執行型
（単位：千円）

他の法人
との一体
的実施
（③）

法人内で
の一体的
実施
（③）

理由

一体的実施の可否

上記の理由により、受益者が特定できないため該当なし

受益者とは、学生のみならず、実践的・創造的技術者として養成された人材を輩出しているところから、産業界、地
域社会ひいては我が国全体も受益の対象となるため、その範囲は明確ではないため特定が困難である。

一体的に実施する
法人等

国立高等専門学校機構

受益者特定及び対
価収受の可否

受益者負担金
（算定方法、総
計）

上記の理由により、受益者が特定できないため該当なし

対19年度当初予算増減額 5,891百万円増 対19年度当初予算増減額

受益者特
定（②）

受益者負担金－運
営コスト

見直し案

運営コスト
（内訳、総計）

上記の理由により、受益者が特定できないため該当なし

否

－

上記の理由により、受益者が特定できないため該当なし

文部科学省

（試験・教育・研修・指導型）

国からの財政支出額 91,385百万円

法人名 府省名

国立高等専門学校の設置・運営に類似した事務・事業を実施する独立行政法人は他に存在しない。

全国に55国立高専が所在する。

各高専共通的な業務の一元化

内容

同様の事務事業を
実施している施設

関連する
研究開発
業務を
行ってい
る法人と
の一体的
実施
（④）

・各高専共通的に行う事後処理を機構本部で一元的に処理する。（共済業務、支払業務、給与計算、支給業務）
・今後は学納金収納業務及び旅費計算も実施する。

55高専が一つに統合されたスケールメリットを生かして業務の効率化を図り、経費を節減する必要があるため。

一体的に実施する
法人等

該当なし

内容

理由

該当なし

高等専門学校の設置・運営に関する研究開発を行っている法人はない。

内容

理由

独立行政法人の整理合理化案様式

事務・事業の名称 国立高等専門学校の設置・運営

事務・事業の内容

・職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育
の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とし、国立高等専門学校の設置・運営、学生に対する修学、進路選
択及び心身の健康等に関する相談、寄宿舎における生活指導その他援助の実施。
・高等教育機関として、競争的資金の獲得や共同研究・受託研究、奨学寄附金等、外部資金の受入れを推進。
・地域連携を促進。また、海外の教育機関との国際交流を推進。

76,578百万円 支出予算額

5,135百万円

高等専門学校の根幹である教育研究の在り方に係る事柄であり、官民競争入札にはなじまない。

官民競争
入札等
（①）

検討

理由

否


